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主要事業内容一覧表

（単位：千円）

番
号

款 項 目 事　業　名
【予算書ページ】

補 正
予 算 額

事　　業　　内　　容 所属名称

1 3 1 1 国民健康保険特
別会計繰出金
【P72～P73】

10,809 保険税軽減被保険者が増加したことに伴う保険基盤安定繰
出金（保険税軽減分及び保険者支援分）を追加補正するほ
か、未就学児均等割保険税繰出金及び産前産後保険税繰出
金について、執行見込額による追加・減額補正を行う。
　繰出金10,809
　・国民健康保険特別会計保険基盤安定繰出金（保険税
　　軽減分）5,771
　・国民健康保険特別会計保険基盤安定繰出金（保険者
　　支援分）5,007
　・国民健康保険特別会計未就学児均等割保険税繰出金
　　△66
　・国民健康保険特別会計産前産後保険税繰出金97
【特定財源】国民健康保険基盤安定国庫負担金2,503
　国民健康保険未就学児均等割保険税国庫負担金△34
　国民健康保険産前産後保険税国庫負担金48
　国民健康保険基盤安定県負担金5,580
　国民健康保険未就学児均等割保険税県負担金△17
　国民健康保険産前産後保険税県負担金24

保険年金
課

2 3 1 3 障害者地域生活
支援事業
【P74～P75】

57 令和5年度児童虐待防止対策等総合支援事業国庫補助金の精
算に伴う返還金を追加補正する。
　償還金、利子及び割引料57（国庫支出金返還金）

社会福祉
課

3 3 1 3 障害者自立支援
事業（介護給付
費等）
【P74～P75】

4,442 共同生活援助運営費補助金について、千葉県が実施する障
害者グループホーム運営費補助事業の補助基準額の改定及
び利用者の増加により予算の不足が見込まれるため追加補
正するほか、執行見込額による不用額を減額補正する。
　負担金、補助及び交付金4,442
　・共同生活援助運営費補助金4,577
　・知的障害者生活ホーム家賃補助金△135
【特定財源】共同生活援助等運営費県補助金2,221

社会福祉
課

4 3 1 5 介護保険特別会
計繰出金
【P76～P77】

21,232 介護サービス利用者の増加及び高額介護サービス費給付額
の増加に伴う繰出金を追加補正する。
　繰出金21,232（介護保険特別会計介護給付費繰出金）

高齢者支
援課

5 3 3 2 扶助費
【P80～P81】

34,472 入院患者の増加により予算の不足が見込まれるため追加補
正する。
　扶助費34,472（医療扶助費）

社会福祉
課

6 4 1 2 産後ケア事業
【P84～P85】

639 令和5年度母子保健衛生費国庫補助金の精算に伴う返還金を
追加補正する。
　償還金、利子及び割引料639（国庫支出金返還金）

子ども教
育課

7 4 2 1 ごみ処理広域化
事業
【P86～P87】

97 6市1町広域廃棄物処理事業協議会の職員人件費増加分に係
る負担金を追加補正する。
　負担金、補助及び交付金97
　（広域廃棄物処理施設整備事業負担金）
【特定財源】一般廃棄物処理施設建設基金繰入金97

環境保全
課

8 5 1 1 農業委員会一般
事務費
【P92～P93】

718 農地利用最適化交付金実施要綱に基づく委員活動及び農業
委員会活動の実績による報酬を追加補正する。
　報酬718（農業委員会委員報酬）
【特定財源】農地利用最適化県交付金351

農業委員
会事務局
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番
号

款 項 目 事　業　名
【予算書ページ】

補 正
予 算 額

事　　業　　内　　容 所属名称

9 5 1 3 有害鳥獣被害対
策事業
【P92～P93】

352 狩猟免許取得促進事業補助金について、狩猟免許（わな）
取得者数の増加により予算の不足が見込まれるため追加補
正するほか、有害鳥獣処理施設整備事業に係る財源を補正
する。
　負担金、補助及び交付金352
　（狩猟免許取得促進事業補助金）
【特定財源】狩猟免許取得促進事業県補助金50
　有害鳥獣処理施設整備事業債△300

農林水産
課

10 5 2 1 森林環境譲与税
基金費
【P98～P101】

13,025 森林整備及びその促進費用に充てなかった森林環境譲与税
を基金に積み立てる。
　積立金13,025（森林環境譲与税基金積立金）

農林水産
課

11 5 3 3 漁港建設一般事
業
【P102～P103】

△1,226 県営事業である和田漁港及び乙浜漁港の水産物供給基盤機
能保全事業費増加に伴い負担金を追加補正するほか、執行
見込額による不用額を減額補正する。
　委託料△2,000（底質調査業務委託料）
　負担金、補助及び交付金774
　・和田漁港水産物供給基盤機能保全事業負担金759
　・乙浜漁港水産物供給基盤機能保全事業負担金15
【特定財源】和田漁港水産物供給基盤機能保全事業
　分担金151
　乙浜漁港水産物供給基盤機能保全事業分担金2

農林水産
課

84,617

減額する主な事業
ふるさと納税推進事業△28,343
【特定財源】子どもたちの笑顔を育む事業寄附金48,204
　自然環境を活かした地域づくり事業寄附金△11,219
　市民が主役のまちづくり事業寄附金3,987
　その他事業寄附金△83,656
　まち・ひと・しごと創生推進事業寄附金14,894

企画財政
課

定額減税補足給付金給付事業（令和6年度）△70,890
【特定財源】物価高騰対応重点支援地方創生臨時国庫
　交付金△70,890

社会福祉
課

介護人材養成推進事業△47,600
【特定財源】まち・ひと・しごと創生推進事業寄附金
　△47,600

高齢者支
援課

保育所運営一般事業△40,636
【特定財源】保育所保育料△334
　公立保育所保育料△2,493
　子どものための教育・保育給付国庫交付金△2,173
　子どものための教育・保育給付費県負担金△901
　過疎対策事業債△1,900

子ども教
育課

児童手当事業△35,000
【特定財源】児童手当費国庫負担金△13,977
　被用者児童手当県負担金△6,493
　非被用者児童手当県負担金△3,813
　特例給付県負担金△207

子ども教
育課

△1,608

　事業費確定による時間外勤務手当等の減額
　・時間外勤務手当△1,573
　・管理職員特別勤務手当△35

選挙管理
委員会事
務局

△677,222

①追加事業の合計

補正予算額合計（①～③の計）

③職員人件費の補正額合計

②決算見込額による不用額など
　減額補正の合計

△760,231
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